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日本学術会議の新たな展望を考える有識者会議ヒアリング資料 
 
Ⅰ．学協会と日本学術会議との関係について 
 
①新生の日本学術会議が形成されるまで、社会学会会員の多くは、日本学術会議の存在と

機能について無知であるか、無関心であった。社会学関連の研究連絡委員会なる存在があ

って、そこから推薦された研究者が会員となる程度の知識で、日本学術会議が「科学者コ

ミュニティの国会」に相当する存在であると認知していたのはごく一部の限られた研究者

でしかなかった。個別学協会の利害にもとづいた会員選出方式であったため、一般の社会

学会会員には知らされず、関心も持てず、関与もしない状態であった。学協会の会員のあ

いだでは、日本学術会議の存在と機能を無視する構造が少なからずあった。 
 
②新生の日本学術会議が発足し、学協会の利害や内部の勢力図から離れた会員・連携会員

が選ばれたことで、従来あった日本学術会議に対する偏見が徐々に取り除かれていった。

特に、第20期に、社会学関連の29の学協会からなる社会学系コンソーシアムが形成され、

これが社会学研究者コミュニティとして、日本学術会議の協力学術研究団体として登録さ

れたことにより、関連分野の学協会の交流がおおいに広まるとともに、親学会である日本

社会学会には期待することが難しい、フットワークのよい研究交流ネットワークが形成さ

れ、活発な活動がなされるようになった（参考資料ホームページ参照）。また、親学会であ

る日本社会学会をはじめ、社会学系コンソーシアムのメンバーである29の学協会のホーム

ページには、日本学術会議関係のリンクが張られ、多くの学協会には日本学術会議担当の

役員がおかれるようになった。 
 
③日本学術会議と日本社会学会教育委員会とのコラボレーションによる報告書「大学教育

の分野別質保証のための教育課程編成上の参照基準」が作成できたことは有意義であった。

こうした報告書の作成が、政府が選んだ委員ではなく、日本学術会議がサポートするかた

ちで、学協会が中心となって作成する道筋がつけられたことは、従来にはない成果である。 
 
④20期～22期の活動を通じて、日本学術会議は学協会の利益代表の集まりではないことの

認識が高まっていったことは、学協会における日本学術会議の存在感を高めることになっ

た。また、コアプテ－ション方式による会員選考は、利害代表（圧力団体）としての学協

会というイメージを払拭するのに効果をもたらした。各学協会の会員は、利害グループへ

の所属を気にせず、自由な研究環境の下に活動することができやすくなった。俗にいう「派

閥支配」の構造も弱体化し、学協会は「認識共同体」であるとのイメージが醸成されつつ

ある。 
 
 
Ⅱ．学協会の立場から今後日本学術会議に期待する役割 
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日本学術会議憲章（声明）に掲げられた7項目の義務と責任を果たすべく、総合的、俯瞰的

な観点から活動することが期待される。そのために、社会学会としては、以下の3点を、特

に要望する。

①科学者コミュニティとしての自律性・独立性の確保

科学者コミュニティの自律性・独立性を守るために、欧米のアカデミーは政府から独立し

た法人格を有する組織形態をとっている（財政支援は受けているのが通例）。日本学術会議

も、できる限り国から独立した法人格を有する組織となるよう改革がなされるのがふさわ

しい。ただし、その役割に鑑みるとき、日本学術会議を民間組織とするのも望ましくない。

その意味では、独立行政法人として、国の予算措置は受けるものの、政府から一定の距離

を置き、民間からも独立した組織形態が望ましいのではないか。現状では、自律性・独立

性を保った提言が行政府や社会に対してなされていると考えられるが、今後、一層、行政

府や社会に対する科学的に有意義な発信力を高めるためにも、自律性・独立性を可能な限

り制度的に担保しておくことが望まれる。

②学協会との連携の在り方

日本学術会議に課せられた機能を適切に遂行していくためには、活動内容や課題に応じて、

広く会員以外の科学者と連携して活動できる体制を築くべきである。このためには「会員」

「連携会員」以外の科学者を含めた連携体制の構築が不可欠であるが、現状では、「特任連

携会員」および「参考人」「オブザーバー」というかたちでなされている状態である。本学

会では、教育委員会が日本学術会議社会学委員会と連携して「大学教育の分野別質保証の

ための教育課程編成上の参照基準」をまとめたが、戦力として活躍した教育委員会委員の2
人は特任連携会員として参加するも、残りの4名は「オブザーバー」資格での参加であった。

学協会との連携が不可欠なテーマの活動については、メンバーの資格や学協会の連携実績

について特段の配慮が必要であろう。さらに、会員以外の科学者と連携して広く活動でき

るような制度的仕組みを構築することが望まれる。

③コアプテ－ション方式による選考等について

日本学術会議では、会員・連携会員の選考に際して、欧米諸国の主要アカデミーが採用し

ている co-optation 方式（現会員による選出）によっている。この選考方法は、19 期まで

採用されていた学協会の推薦による会員選出方式の弊害を取り除くために有意義であった

と考えられる。総合科学技術会議が平成 15 年 2 月に提出した意見書「日本学術会議の在り

方について」では、「会員による選出にあたっては、候補者に関する情報を学協会からの提

供を含め幅広く収集する工夫、選考基準の明確化などに留意する必要がある」とされてい

る。候補者に関する学協会からの情報提供が co-optation 方式にどのように反映されるケー

スが考えられるのかを含め、「選考基準の明確化」についての方針ないしマニュアルの作

成が望まれる。また、学術における理工系重視の状況を考えると、多様性を確保するため

にも、人文社会系の第一部に関し、連携会員の増員がさらになされることを期待したい。 
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社会学系コンソーシアムJCSS (Japan 
Consortium for 

Sociological Societies)
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